
哀 辞

eト.~

香時
第 129巻第 3号

故堀江英一名誉教授遺影および略歴

高年労働者対策に関する一考察ー """ー""目Ij 川嘉

ファッション戦略，組織間関係，組織行動

および企業業績・・・・・・…......・H ・.....…………・・・赤 岡 功

ベノレー海岸部アシュンダの近代化について ー竹 内 勉

交換性回復と先物為替市場介入 羽 4烏 敬彦

関ーと大阪市営事業・ 関野満夫

追憶文

堀I下英一先生の人柄と学問・・ー 後藤 靖

1 

15 

40 

59 

77 

97 

工場から企業へ一一姻江先生の晩年のお仕事・・・下 谷 政 弘 103

昭和 57年 3月

東郡大事経務事曾



(14日5) 15 

ファッション戦略，組織間関係，組織行動

および企業業績

一一大阪船場繊維卸売企業に関する調査結果の分析を中心に

赤岡 功

I はじめに

最近の数年間における我国の経営組織論申研究においては，コソティンジェ

ンシー・セオり は，一つの中心となってきたEいってもよいであろう。この

理論に関する理論的検討は，我国では， 1970年代の末に，かな句集中的になき

れたが，その後の経営学ないし，組織論研究のかなりの部分は，その時のこの

理論に対する評価とかかわって展開されてきていると考えることができる。

最近における経営学ないし組織理論の研究において人々の関心を集めている

主要なテーマを列挙すると， (1)経営戦略論， (2)組織間関係論， (3)コンティンジ

ェンシー・セオリ の理論的整備と拡張， (4)組織に関する実証研究， (5)日本的

経営論， (6)労働の人間化， (7)産業ロポット， (8)オフィス・オー}メーショ γ

(OA)などがある。

これらのうち， (7)産業ロポット， (8)OAはコンティンジェンシー・セオリー

とは，全く関係がないというわけではないが，直接的な関係はあまりない。し

かし，残りの 6つは，コンティンジェン γ ー・セオリーの評価と直接に，ある

いは，かなり強くかかわって展開されているといえる。

すなわち， (6)の労働の人間化は，コンティ Yジェ γシー・七オリ と密接な

関係にある社会・技術システム論にもとづく作業組織あるいは職務の再編成を

中心として論議されることが多い。
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また， (5)の日本的経営論についていえば，実証的研究の蓄積のある労使関係、

の領域を除〈と，主として，論者の経験やするどい洞察力に依拠して展開され

ているというべきものがかなり多く，第三者は，経験と経験，洞j察力と洞察力

の対決をただ観戦するのみとL、う場合も少なくない。しかし， コンティ γジェ

γ シー・セオリーは，組織に関する実証的併究の明確な枠組を提供~，この理

論にもとづいて， 日本的というよりも，むしろ日本の経首組織の計測も行なわ

れてきており，さらに， 日本の企業の組織を他の組織と比較したり，あるいは，

欧米の企業の組織と比較することが，共通の基盤の上でなされてきている〔上

記(4)の実証研J先〕。 こうした着実な実証研究にもとづく日本的経営論の展開に

対して，コソティンジェソヅ ・セオリーは一定の役割台果しているといえ

るn。

しかL.， コンティンジェ γ シー・セオリーの最大の問題点の 1つはヲこの理

論が，オープン・システム観に立って，環境と組織の関係をとりあげるときに，

環境が組織を規定するという環境決定論的な性格をもったということであっ

たペ環境と組織の適合性が，成果を規定するとしても，環境に対して，組織

はただ一方的に適合するばかりではなし環境に働きかけることもあるし，ま

た，環境を選択することもある。したがって，コ γティ yジェンシー・セオリ

ーが定着すれば，第1にあげた戦略の閣題が注目されるようになるのは，当然

のことであった。

また，コンティンジェン rー・セオリーにおける環境は課業環境でありヲそ

の不確実性の高低が問題とされた。それは，オープン・システム論を具体的に

展開するのに非常に有効であった九しかし，ーたび，環境に対して組織が働

きかけるという側面に注目をすると，不確実性のレベノレを低くするかどうかと

1) 安積仰也「相暗構造の知覚一一イギリスー日本 スウェーデンの比較J I組織科学Jl1979年冬
季号。

2) 降旗由彦赤岡泊編著『企業組摘2二環境遇合.n1978年，と〈に第10章ロ
3) 市岡功「コンティンジヱンシー セオリーと組織間関係論の環境涯解J1，経済論議』第122巻第
3， ，号1978年 9.10月。
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いう点だけに考察を限定するわけにはし、かないであろう。不確実性の高低にし

ても，他の組織との関係をどう取り結ぶかということと深くかかわっている。

したがっ亡，第2にあげたような組織問の関係が，注目されるようになる。

とうして，コンティ γジェンγ ・セオリ の問題点とかかわって，新しい

領域の研究がすすめられつつあるが， コγティンジェンシー・セオリ一白体の

整備や拡張も行なわれている。たとえば，環境と組織構造の過合性の埋論的意

味。J検討，組織の歴史的発展の理論への適用，組織構造をこえて戦略や組横行

動を合めて，いわば組織現象全体へと拡張ずる試みも行伝われている。これら

は，最初にあげた最近における主要な研究動向の第3のものである。

を乙で，筆者は1978年秋の小論において，コンティンジェンシ ・セオリ

における環境期解と組織間関係論におけるそれとを比較して，組織論は，組織

内の組織の研J先にとどまることなし組織聞のシステムの研究をすすめる必要

のあることを明らかにし，経営学は1 そうした組織間関係の理解をふまえて展

開される必要があると考えてきたへ

そして，前々稿において，組織間関係論の理論的整理と検討を行ない，それ

をふまえて前稿においては，大阪船場卸売団地への参加企業の組織間関係と企

業業績についての実証研究の結果を述べたヘ

しかし，企業行動の全体を理解するには，組織間関係論だけでは卜分でない

のはヲいうまでもないことであって，組織間関係論は従来発展してきた組織内

組織の研究と補完関係にある。また，環境と組織の適合性を問題とするコンテ

ィンジェンシー・セオリーのアプローチば，組織間ンステムの理解におし、ても

一定の有効性をもっ。

さbに，企業行動を理解す』るには，企業が環境に単に適応していくという受

身の側面iばかりでなく，企業が積極的に環境に働きかけていくという主体的側

4) 赤岡功，前掲論文。
5) 赤岡功 T組織間関係論の対象と方法JW:組織科白』第15巻第4号， 1981年者ヰ号。 r組織間関
係臨時と企業業績 If;経済論叢』第129巻第'.2号， 1982年'.2月ω
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面の解明が必要であるが，最近の，戦略論への多〈の論者の関心の集中をみる

とj この点は広〈認識されていると考えられる。

そこで興味のあるテーマとして種々の経営戦略と組織間関係，経営組織の適

合関係，および成果の関係がうかびあがってくる。 i戦略」という諾を環境へ

の組織の働きかけとして広〈理解するならば，組織間関係のシステムの方向つ

けも，戦略の 1つということになるが，組織聞に成立するシステムと他の種々

の戦略との適合関係は，組織間関係論にとってはとりわけ興味深いテーマであ

る。

本稿においてはこのような問題を考察するために，一昨年から昨年にかけて

実施した大阪船場繊維卸商団地に関する調査結果"'を改めて分析してみること

にする。その結果ほ，以下に明らかになるように，ある種の戦略と組織間関係，

および組織行動の適合件は，企業業績の高さに影響すること，そして，そのよ

うな滴合性の具体的内容が示されることになる。

II 大阪船場卸売企業におけるアンケー卜調査結果の分析

(1) 分析対象企業の特性。

本稿における分析対象は，昭和55年から56年にかけて，大阪船場繊維卸商団

地に参加lしている企業に対するアンク ト調査への回答企業日7社のうち，本

稿での分析に適した企業25在であるが，まず，これら25社をどのような基準で

選んだかを明らかにしよう。

簡単にいえば，戦略としては，扱い商品のファッション性に闘する戦略に注

目することにし，高ファッ γgン戦略を採用しれ、る企業のうち業績の高い企

業をとりあげると 7社あった。同様にして，高ファッショ Vに特化している

企業のうち業績の悪し、企業8社，低ファッションへの特化企業のうち，高業績

6) 地代憲弘，村杉健，津田盛之，宵川忠嗣，日野和則，畳田俊ーの各民とともに，西川雅博，同
回肝突の両氏の協力を揮て実施したものである。調査に御協力いただいた大医船場繊維卸商団地
の関係者の方々には，ここに改めて感謝の意を表したい。なお，大阪府商工部『大阪船場繊維卸
商団地協同組合産地診断報告書.!I1981年 2月をおよび筆岩，前掲稿影農照されたい。
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の企業4社，低業績の企業6社を得た。これらを合計すると25社になる。

戦略として，フアヅション戦略をとりあげることにした理由の1つは，現在，

繊維業界において扱い商品のファッンョン性をどうするかが，戦略上，最大の

問題の 1つになっているからでもあるが，ファッショ γ性の高低は，不確実性

の高低とも密接な関係があると考えられるので，コンティンジェンシー・セオ

リ との関連を意識している場合には，理論上とりわけ興味傑いからである。

それでは，ファッジョン性が高い，あるいは低いとはどういうことであろう

か。ハイ・ファッゾョ γ，あるいはファッショナプノレという言葉同体には様々

な志味が合まれ，それ自体の定義もそれほど簡単ではない。しかし， ここで問

題にするのは，繊維業士事業として営む企業にとってファッ νョン性を高める

とはどういうことかが問題となっているのである。

繊維卸売企業が，ハイ・ファッゾョ Y化に関心をもつのは p 時色のない商品

の大量販売Fいう従来に多〈みられたパターソに従うのでは，高業績者期待す

るのが次第に困難になってきたからである。なぜなら，実用性中心の商品の需

要は飽和してきているし，競争も激しく， コスト上昇圧力は強くて， コスト切

り下げの合理化の余地は狭くなってきているからである。

したがって，単位あたりの付加価値が高しある程度まとまりのある新たな

需要が生みだされる商品の開発に関心を寄せることになる。そこで， ここでは，

繊維卸売企業にとってのファッ γ ョン性を第1表に示す尺度で考えていくこと

にした。 Aの尺度では商品のグレイドをとり Bでは， 自らそれを企画してい

るかどうかをとっている。これら， A， B 2つの尺度の得点を加えて，ファッ

レ/ョン性をはかった。したがって，高級品で，独自の企画，オリジナノレ商品を

開発している場合にはファッゾョン性は最も高<，独自の企画なしに，普及品

を扱っている場合がファッ V ョγ性が最も低いということになる。

次に，業績については，総資本利益率と最近3年聞の売り上げの伸びをみて，

利益率が6%以上亡， かっ売り上げ高の仲びが少なくとも 100%以上の企業を

業績がよいとした。利益率が高くても， 売り上げの伸びが 100%未満，すなわ
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第1表フアツシ五ン性

A 経営面からみた主力取扱品目

①昔及品，普段着が経営上で主力である 一 ......... 1点

②①と③の中間である 1 ・ 日 ・4 ・ 2点

③ フアッ、ンョン性の高い高級品が経営の主力である ・ 3点

B 商品の企画立案の方法

1 商品企画は必要とLない ー ・ー … l点
2 商品企画は必要だがやヮ亡いない・ ! ー・・ ・ ρ 

3 他社類似製品の修正加工による場合が多い ー 2点

4 従来四自社扱い品目修正加工による場合が多い ー ル

5 自社の牧占リ的な企画や，オリシナノレ商品の開発がかなりある 3点

AとBの得点を加えてフアツジョン性を得点化
合計点が 2点， 3点 ファッジョソ性低い
ρ 5点、， 6在 ファッションf生高い

ち，マイナス成長の企業は，高い業績をあげている企業としてはとりあげなか

った。これに対して，低業績企業は，利益率が 1%未満，および欠損の企業で

あるが，この場合は売り上げ高の仲びが，良好であっても除外しなかったO 例

えば，高ファッションに特化しているある企業は， 売り上げの仲びは 125.5%

であるが，利益率は 1%未満であるので，低業績企業として取りあげている。

こうして，ファッション性と業績によって選びだした企業お社のプロフィ

ノレは，自主 2 表ヲ第 3 表に示している。第 z 友にみるように ~U に糊維卸商と

第2表業種別フアヅション戦略と業績

日両フアツ山 | 低 y ー

業績|低業績高業績|低業績

タ オ ノレ 4 2 

三転 材 3 l 4 
業
寝具寝袋 1 1 

紳士・作業服 1 

種
婦人・子供服

軽 衣 ネ干

そ の 他 l 

メ~ミh E十 6 
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第z表規模別ファッジョン戦略と業績

(151) 21 

1 ファッション | 低ファッション
品業績 i低業績品業績|低業績

1 I"'..J 19人 1 2 

20 ~ 49 2 6 2 4 

GO f'J 99 2 1 2 

100 ~ 199 1 

200人以上 2 

合 E十 6 

いっても，扱い品目は異なり，肢密にいうと全〈同じ業種内での比較が十分行

えるようになっているわけではない。しかし，同じタオノレ卸売企業71十のろも，

5社は高ファッションへと特化し， うち l社は高い業績を実現しえているが，

残り 4社は低業績にとどまっている。他方，低ファッショ Yに特化している 2

社はいずれも高業績をあげていることが示されている。また，素材ゃ寝具・寝

装も回答企業がある程度うまく分布しており，全体として，比較分析は全く無

意味ということにはならないものと考えられる。しかし，第3表をみると，低

ファッショ γ，高ファッンョンいずれの場合も，高業績の企業の規模が相対的

に大きくなっている。この点についても，以下の分析をみる上では注意が必要

となるであろう。

Iii) ファッ:/，3/戦略と組織間関係

(a)取引先の広さ。焦点企業である回答企業が，取引をしている仕入先，肱売

先の数，最大1在および最大5社への集中度〔依存性の大きさ)， 取引先の地

1里的分布の広がり， これらは， アァッ Y ョン性とかかわっ-C，業績に影響する

であろうと考えたが，これらのうち，業績と関係があるとみることのできるも

のは，第4表に示す販売先の地理的広さであョた。

表にみるように高ファッショ Yに特化した企業で高業績の企業7社中5社は

主力販売地域は企図的であり， 7社中の6社は，全国47都道府県のうちの30以

上に販売先をもっている。これに対して，高フアヅ -:./q/"に特化しているが低
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第4衰 ファッショソ戦略と取引先の地理的広さ

ー軌 イ品ファッショ γ

高業績|低業績 高業績|低業績

全国的な企業 5 3 2 

地主域力販売 近畿のみの企業 1 5 2 日

そ の他 1 1 

業績の企業8社中5社が近畿のみを主力販売先とし， 20未満の都道府県にしか

販売先をもたない企業がB社中の5社を占める。しかし，低ファッションに特

化した企業についても，表にみるように，販売先は地理的に広く分布している

方が有利なようである。ただ，高ファッンョンに特化した企業では，販売先の

地理的広さはとりわけ重要性が高いものと思われる Q

(b)広舗数とその配置。取引先との関係を維持するには，拠点、となる庖舗をい

くつもち，どこに配置しているかは重要であろう。また，広舗は種々の情報を

収集する拠点ともなるからェパンの概念では対境部門と考えることもできる。

きて，第5表からみると，高ファッションに特化した企業にとっては，多庖舗

1高:17LL1高;二[L二績
zI ~ I : I : I 
:I : I : I 
;I : I ~ I 

第5衰庖舗数とその配置

自
由

舗

舗
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A 
iと一

-

l

 

業
業
一
業
業
一

企
企
一
企
企
一

一

コ

、

一

の
の
一
て
し
一

、
一
品
も
わ
仙
一

一
リ
置
一
を
の
一

〈

2
一
舗
舗

内
引
一
庖
庖

府

E
一
に
に

阪
地
一
東
東

大
多
一
関
関

庖
舗
配
置

2 

4 

1 

5 



ファッション戦略，組織間関民組織行動および企業業績 (153) 23 

をもち，多〈の地区に，また，とりわけ関東地区に居舗をもつことが有利であ

るといえるであろう。

すなわち，両ファッがョ Y ・高業績の7社中6社は多后舗をもち 4ネ土が多

くの地区に盾舗を展開し亡おり，また 4社が関東に庖舗をもっている。 ιれ

に対して，高ファッション・低業績企業は，単応舗で，庖舗配置は大阪府内の

みで，関東に庖舗をもっ企業が少なくなっている。

しかし，低ファッ山 1 ンに特化している企業では，関東に庖舗を持つ ζ と，

多〈の庖舗をもっととはそれほど重要なことではないように考えられる。

(c)企業集合の特枠内ここで企業集合Eい号のは，前稿同様，分析対象企業た

る焦点企業が，他の諸企業と単なる取引関係以上の密接な関係十取り結んでい

る範囲のことをいうが，企業集合とかかわって，その範囲の広さ，関係の深さ，

焦点、企業の指導性の3つの点についてみたわ。

これらのうち，企業集合の範囲の広さとは，焦点企業が相互作用の関係をも

っ可能性のある種々の14の業界を，焦点企業にとっての役割という観点から 7

つのカテゴリー(素材を提供するイ γプヅト企業，加工等を担当するプロセシ

ングの分担企業，専門情報提供企業，商品の販路たるアウトプット企業，商社，

同業者，他業種〉に分類したときに，焦点企業は密接な関係をどれだけのカテ

ゴリ の企業と取り結んでいるかを表わすものである。

高フアヅ V ョンに特化した企業は，上のような種々の境界において高い不確

実性に直由するものと考えられるが，そうだとすれば，高業績をあげるために

は，企業集合目範囲を広げて不確実性を減じようとするであろう。調査結果を

みると，第6表のように，高ファッショ γ ・高業績の企業は，企業集合の範囲

が広く，高ファッ Ya:./でも低業績の企業は，企業集合の範囲の狭いものが多

い。主た， {J正ワァッショ Y に特化Lている企業の場合は，業績の高低をとわず，

企業集合の広い企業はなかった。

つfi'に，企業集合内で焦点企業k他の企業の結びつきは，資本結合，人的交

7) これら 3l!fi数について詳し〈は筆者の前掲稿(注5)を奉照されたい
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第6表企業集合

l-hylトー
高業績|低業績 高業績|低業績

広い (3， 4) 5 

企の業広集さ合の範囲 1 制坑ー ハV (1， 2) 2 4 

N. A. 

深い件以上〕

関係の深さ|浅いけ以下〕

N. A 

指導性

上

下

以

以
5

4

 

い
い

A

強

弱

N

ワの上号取

流のほか，金融面，各種の営業面での調整など多面にわたるものがありうるが，

これらの多くの面について結びついている場合に「関係が深い」と考え，その

際，企業集合の中で，焦点企業は， リーダーとしての立場にあるのか，それと

も他に従属する面が強いのかを，指導性としてとりあげた。しかし，これら，

「関係の深さJ，I指導性Jについては，データーの制約もあって，意味のある

関係は見出せなかった。

取，，:上のパワーは，焦点企業が取引関係のある各業界の企業との聞で，いず

れの側が取引条件を決める力をもっているかをみたものであり，得点の高さは

より多くの業界に対して主導的に取引条件をきめることができることを示して

いるが，高フプツション企業の場合，高業績企業は取引上のバワーが強い企業

が殆んどであるのに対L，逆に，低業績企業では取引上のパワーの弱い企業が

大多数となっている。

liii) ファッショ γ戦略と対境部門
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次に，外部の組織との対応を主たる業務とする対境部門についてみていこう。

ところで， j哉維卸商にとって，主要な対境部門は，商品企画部門と販売部門で

あると考えられるが， とりわけファッション戦略とかかわって重要なのは，商

品企画部門である o そこで，商品企画部門に重点をおいてみると，ます:第7

第 7表対境部門

高い

里F企画担当者四比 1低い
N. A. 

り型三
(30%未満〉

(註2)

(311 I 5年以ト 2 

5........10年以下 1 2 

商験守品数企画担当者の経 1 1O~2口年 ρ 2 4 

20年をこえる 2 1 1 

N. A. 2 2 1 5 

(4) 
高い (3以下〕

商力〈経品営企者画に担よ当る者Fの能
普通 (4 ) 

評価)1.1)低い (5以上)

N. A 

(5) I |非常に両い(40%以上)

同部員の比率1:C く30"，40%)
L 、 (30%未満〕

N. A. 

註 1) 商品企画部門の地位が 3~6点は，専門担当部門がおかれている場合であり 1~2 は

部門がない場合およひ専門担当者もいなし、場合である。なお，詳しくは赤岡功，自iJ掲論文，
(1982年1.2月〉を妻照されたい。

2)a，h，cのそれぞれの会社の弓ちそれぞれ1社 およびdのうちの4社は，商品企画の

部門も，その専門担当者もいない会社であり，したがって輯回答となっている会社である.
3) 非常に古いく1点〕から非常に低い (7点〉の7点尺度による.
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表に示されるように，高ファッションに特化した企業のうち高業績の企業は 7

社中5社が，商品企画部門の地位が高いのに対して，高ファッ γ ョγで低業績

の企業では，逆に8社中5社で商品企画部門の地位は低くなっている。また，

低ファッショ'/企業では，高業績企業においても商品企画部門の地位は低くな

っている。したがって，高ファッションに特化した場合にほ，商品企画部門白

地位を高めることが必要だといえよう。

尚品企画担当者の比率についてみると，第7(2)表にみるように，高ファッシ

ョン企業では， この比率の高さと高業績とは関係があるように思える。ただし，

無回答の企業が多くなっているので，それほどはコきりしたことはわからなc'0 

しかし， これを， (5)の販売部員の比率と比較Lてみると興味深い。すなわち，

高ファッション・高業績企業においては，販売部員の比率は， 30~40%の企業

が3社， 30%未満の企業が3社となっており，高ファッション・低業績の企業

では 40%以上の企業が4社あり， 30.9百未満の企業は 1社しかない。つまり，

高ファッション・高業績企業では，販売部員の比率を低〈おさえて，商品企画

担当者の比率を高めているのである。また，低ファッション企業においては，

販売部員の比率は，業績の如何をとわず，高くなっている。

第3に，対境担当者の能力についてみよう。この点については，商品企画担

当者の能力に関する経営者による主観的評価の結果を第7表仏)に示している。

表によると，高ファッション企業の場合，経営者による能力評価は，高業績企

業と低業績企業との聞でそれほどの差はなかった。低ファッンョ γへ特化して

いる企業の場合には，高業績企業で経営者による商品企画担当者の能力評価は

少し高くなっているようである。なおz 第7表の註Zに述べたように，低プア

ッンョン 低業績企業の6社のうち 4社は，そもそも商品企画の専門担当者は

いないことを考えると，低ファッション企業における商品企画について一層詳

しく検討することが必要なようである。

ところで，商品企画担当者の能力を測定するには，その経験午数が利用でき

るかもしれないと考えられる。そこで，担当者の経験年数を問うたが，その結
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果は第7表(3)のとおりである。

(157) 27 

高フアヅショ Y・高業績企業では，経験年数が20年をこえるものはなく， 5 

年以下が2社， これに， 5年をこえ1日午以下の 1社を加えると7社中3社では

10年以下の経験年数となっている。これに対して，高ファッションに特化して

いるが低業績の企業では，尚品企画担当者の経験年数由~lO年以「である企業は

皆無で， 20年をこえるのが， 2社ある。これに， 10年を ζ え2C年以下の 4社を

加えると 8社のうち 6社では10午をこえる経験午数となってし、る。

当初の子想に反して，高ファッショ γに特化した企業の問で，高業績企業の

商品企商担当者自経験守数は，低業績企業のそれよりも明らかに短かいといえ

る。そこでp 亡の点について，その後のイ Yタピューにおいて若干の経営者に

聞いてみたところ，経験年数が，非常に長いPいうのは能力の高さをあらわす

ものではないということであった。しかし，そう考えられる事情や経験年数と

能力については，本格的に検討するのでな円れば，確かなことは言えなL、。

(iv) ファッ V ョン戦略と情報活動

次に組織行動の 1っとして，情報の収集，情報の提供にかかわる組織行動に

ついてみよう。ファッション戦略を考える場合には，この情報への対応はとり

わけ重要であろう。

まず，スタイノレやファッショ Yに対する経営者の関心についてみると，高フ

ァッショ Y企業では，高業績企業7社中6社で，最大の関心事になっている。

これに対し，高ファッション・低業績企業8社のうちの5社では，ファッショ

ン・スタイノレへの経営者の関心は低かった。高ファッションに特化した場合に

は，経営者は，ファッションヘ最大の関心をはらうことが重要だといえよう。

しかし，低ソァッションに特化している場合には，ファッショ Yに対する経営

者の関心の高さは必ずしも必要ではないといえよう。

次に，商品企画に必要な情報の種類としては，第自表の註2に示すような具

体的なものを区分してみると，第8(2)表にみるように，高ファッショ γ，低フ

アッンコ Yの戦略をとわず，高業績企業では，概して，直接的な生の情報を重
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幸Ef青第 8表

入
ムL

A = 
し、

し、

(1) 

生の情報

社内専門担当者の情報

社外の間接情報

商品企画に必要とす
る情報の種類
(2つの選択)(註2)

2 

1 

6 

1 

下型担割iFF里担
ω|扇面54日施1[
得意先への情間

2 

2 

5 

2 

り

L 

あ

な

首

営

A
 

直

直

N

アンテナ・ツヨヅプ

(5) 

(6) 

註 1) 第 8-1表における r"タイノレ
しプこ。

1 最大の関心事であれ費用と時間をかけて多〈白情報を集め，自ら積j面的に研

:5[!¥""-CI. 、る

出版物やディスプレイなどで注意を払って見ている

注意を払っ亡はいるがヲ具体的に担当者が情報収集してきたものを中心に検討

LてL、る

関心はあるが，経営者の主要義務ではない

ζのような情報は不要である

上で1の場合を「高いJ，それ以外を「低い」とした。

註 2) 第8-2表におけ品情報の種類は具体的には次に示す10のものである。

1.社内蛍業担当者からの情報

2. IJ、売段階からの情報
3 顧客売上情報

4，社内商品企画開発部門からの提案

午 両信RJ
:¥ ~\ :¥ 4¥ 6パ

ーじ二1
~-\ -n 
i n 

フアツジョンへ¢経営者の関むJの高さは次のように測逗

2 

3 

4 

5 
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5 業界調査，消費者調査による情報

6 業界新聞や，雑誌，出版物からり情報

7 メ カーからD資料，情報

8.海外フアツ V ョン雑誌の購読

9 海外提揚先からの情報，あるいは社員の海外派遣による海外ノアヅ Y ョン情報

10.消費者からり情報

上の 1........100.:::情報を次のように区分した。
I 生の情報ヌ， .'3， 7， 9， 10 
E 社外の間接情報 5，6， 8 
E 社内専門担当者の情報 1.4 

視している企業の割合が最も高しこれについで，社内の専門担当者の情報を

あげる企業が多い。社外の間接的情報をあげる企業は少ない。しかし，低業績

企業では，高業績企業に比べると，社外からの間接情報に依存している企業の

割合がかなり高〈なっているc

このようなことをみる主，直接，消費者の動向を早<. しかも，社内の人間

を通じて獲得しうるア Yテナ・ショップの貴義は大きいものと予想されるのそ

こで，アンテナ・ショップの有無について質問したが，高フアヅ γ ョγ企業で

はヲアンテナ.cノョップを持っている企業自体が少なし明確なことはわから

ない。低ファッション企業では，ァ γテナ・ショップを持っている企業の多く

が低業績である。その理由としては，種々のものが考えられるが，今岡の調査

では， この点について判断できる質問を用意していなかった。

第 3に，ファッション情報収集のために海外出張する頻度について質問した

ところ，かなり明確な差がみられた。すなわち，高ファッ νョン・高業績企業

の大多数 (7社中の 6社〕では，年1回以上海外出張が行なわれているのに対

して，低業績企業では8社中の2社(11<土は無回答〕でしか，海外出張は行な

われていなかった。ただし，低ファッショ Y企業においても，回答総数が少な

いのではっきりはしないが，高業績企業の4社中2社 t海外出張が行なわれて

し、武己。

一般に，繊維業界においては，海外情報の重要性が大きいものと考えられる

が，高ファッ二ノョソに特化Lた企業においては， と〈にそうであろう。そこで，
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高ファッション・低業績企業について， もう少し詳しくみると，社員を海外出

張させていない企業5社のうち， 3社は，商品企画に必要な情報として，海外

からの情報にウェイトをおいていない。しかし，残りの 2社は海外ファッ Y ョ

ン雑誌を重要な情報源としてあげており，海外情報を重視していると考えられ

る。しかしヲ これら 2社は，海外に情報を提供してくれる提携先をもっていな

い。それゆえ，海外情報については，単に，間接情報に頼っていることになる。

第 4に，販売員によって収集された情報が全社に報告されるようになってい

るかどうか， またヲ得恵先へ情報を提供しているかどうか，について調べたが，

これbの実施と，ファッション戦略，業績との関係はみられなかった。ファッ

ー〆ョン性の高・低，および業績の良L悪しにかかわらず，これらの情報の流れ

を維持している企業が多かった。

(v) フアヅ γ .9. '/戦略と販売活動

次に組織行動の第2のものとして1 販売活動についてみることにする。ま

ず，調査対象企業25社のプランドについてみると，自社ブランドをもたない企

業は包ファッショ γ ・低業績企業6社のうちの5社のみであった。第9-(1)表

をみると，高ファッション・高業績企業では， 7社中3社が高級品としてのプ

ランド・イメークが業界で確立し，かっ消費者にも浸透している。これに対し

て，高ファッション・低業績企業8社では，プランドはあるものの， プラ y

トー・イメージは確立していなかった。

次に，総売土高に占めるプランド品の売り上げ割合をみると，高ファッショ

ン・高業績の企業では，この割合が4割以土の企業の方が多いのに刻し (7社

中4社)， 高ファッショ Y ・低業績の企業では 4割未満の企業の万が多かっ

た(自社中5社〕。

上でみたフランド・イメージの確立の程度とここのプランド品の売上割合と

からみると，両ファッションに特化した場合，プランドの確立の重要性がよく

示され亡いる。これに対して，低ファッションに特化した場合には，ブラソド

の重要性は，それほどではないように思える。ただし，もう少し詳し〈みると，
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1回開催した企業
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一
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3 

4 

3 

1 

2 

5 

6 

1 

(6) I 、 "I してし、る l
|販売庖の組織化 I~.- I 
| | っていな | 

山一売iして」る
先D選別 |していない

註 a) この 5社のうち4社はブランド自体をもっていない。

b) このほか無回答企業が1社ある。
ι) グ 1社ある。

d) I1 2社ある.

プランド品プラ γ ドをもち，高業績企業は，低ファッジノョン企業におL、ても，

プヲ γ ドの所有とそのイメージDの売上割合も 2割をこえている企業もあり，

高ファッ :/'9腹売方法についてみるん

確立は無意味なわけではない。

表には示していないが，第 3に，
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γ ・高業績企業は，他の 3つのカテゴリー〔高ファッション・低業績，低ファ• ッション・高業績，低ファッション・低業績〕の企業と異なり，企業により多

様な販売方法がとられているのが特徴となっている。すなわち，ノレート販売を

主力とする企業が 3社，展示会・内見会を重視するのが1社，また，セノレフ・

前売り，委託販売の企業が各1社ある(残り 1祉は無回答〉。

これに対して，上記3つのカテゴリーの企業におい Cは，高ファッショゾ・

低業績企業のうちの 1社が展示会・内見会主，低ファッンョン・低業1賓の企業

のl社がセルプ・前売りを，それぞれ主力としているほかは，回答企業すべて

(15社〕はノレート販売のみを主力としている(ただし 1社ほ無回答)。高フ

アツンノョ γに特イじした場合には，企業のおかれる状況は多様化し，それに応じ

て販売方法も変化させるととが必要になっているものと考えられる。

第4に，販売促進策についてみると，高フプヴシ豆ン，低ファッショ Yのい

ずれの場合も，販売員による得意先訪問が最も多用されていることは変りがな

いが。高ファッシa'"・高業績企業の場合は，見本市，展示会の開催を利用し
ている企業の割合が，他のカテゴリーの企業よりも多〈なっていることが，注

目される。

高ファッションへ特化する戦略をとった場合には，展示会の開催が重要であ

ることは，次の第9-(4)表をみると，一層明瞭である。すなわち，高ファッ Y

ョン・高業績企業では，展示会を昭和54年度中の1年間に 3回以上開催した

のは7社中3社であり，これに， 2回開催した3社を加えると 6社が年にz
回以上の展示会の開催となる。また， 1回も開催しない企業は存在しない。

これに対して，高ファッション・低業績の企業の場合，展示会主開催してい

なレのはB社中 3社もある。 3回以上開催した企業は 1社にしかすぎない。

ただし，低ファッションに特化している企業の場合にも，展示会の開催はか

なり重要なようである。しかし，高ファッション戦略をと J た場合には， とり

わけ展示会の開催の必要性が強くなるものと考えられる。

第5に，調査対象企業白らに上る企画品の販売においては売れ残り品を回収
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するかどろかは重大な問題で入る。第 9-(5)表かbみると高ファッションに特

化している企業で，高業績の企業においては，企画品の回収をしていないとす

る企業は7社中2社であり，これを低業績の企業の8社中5社と比較すると，

高フアヅンョレノ企業においては，企画品の何らかの回収は必要性が高いものと

考えられる。低ファッションの場合は，回収の必要性はそれほと高くはないよ

うである。

高ファッショ Yに特化するということは，独自の商品企画をすることが多〈

なることでもあるから，企画品の売れ残りの回収が必要ということになると，

企画商品の販売先を，単純に増加させるわけにはし、かないものと考えられる。

したがって，企画商品の販売先の選刷が必要になるであろう。第9-(7)表が示

すように，高ファッ γ ョン・高業績企業では7社中6社が，企画商品の販売先

の選別を行なっていた。乙れに対し，高ファッション・低業績の企業ではヲ 8 

社中4社が販売先を選別していなかった。高ファッション企業にとって，企画

商品の販売先の選別は重要性が高いといえよう。

それでは，ぷランタリ ・チェー γの形成，特約百等主通じてのJl1ii'売先の組

織化はどうかをみると，販売先の組織化をしている企業は 2社とまだ少な， '0 

しかし，組織化しているこれら 2社は，いずれも高ファッ γ 三ン・高業績企業

であ η た。それゆえ，高ファッ二/ョン企業にとって，販売先の組織化の有利性

は高いように思えるけれども，この点についてもっと明確にするには，一層の

データの収集が必要であろう。

(vi) ファッンョン戦略と人事

次に人事国についてみることにしよう。まず，人材の吸収・定着のポイント

として経営者が重視している要因は第10-(1)， (2)表に示すとおりである。アン

ケートへの回答者には表の註に示した11項目をあげて 2つ選択することをお

願いしたが，それを表のように 5つにまとめて示した。しかし，これだ付では

まだ，ファッション戦略との関係を見出すのは困難である。ただし，販売員に

闘する田谷:で興味深いのは，ファッション戦略のいかんを問わず，高業績企業
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第10-(1)表人材の吸収・定着目ポイ γ ト(販売員〉
‘ー

低77ッショ Y

商業績 i低業績 高業績|低業績
賃金・労働条件 1 1 1 

安 定 性 4 1 3 

人 間 関 係 2 1 2 

他から司尊敬・承認 2 2 2 

仕事の内容 3 6 1 5 

N. A 4 4 5 

第10-(2)表人材D吸収・定着りポイ γ ト(デザイナ 〕

晶ブアッシ 0:-' 低77'yショソ

品業績 i低業績 両業績|低業績
賃金・労働条件 1 1 1 1 

安 定 性 2 1 

人 問自 関 係

他からむ尊敬・承認 2 1 1 

仕事の内容 1 1 3 

N. A. 8 14 4 8 

註 各項目は下のように具体的要因を分類したものである。

賃金・労働条件 労働時間が短い

安 定 性企業の安定性が高い

人間関係人間関係が良い

昇進が速い

他からの尊敬・承認
企業のパイオニア的性格が強い

企業の成長生が高い

企業に知名度が高い

権限委譲がすすんでいる

仕 事 自 体 仕事り範囲が広い

自分自意見がトップ白意思決定に反映きれる
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では，安定性が人材の吸収・定着のポイントであるとする企業が多いのに対し

て，低業績の企業では，仕事の内容がポイントであるとする企業が多いことで

ある。

このような結果は，一見すると奇妙にも思える。しかし，分析対象企業の特

性のところでみたように，低業績企業は，相対的に小規模企業が多かったこ E

とかかわって，安定性は望むべくもないということとかかわっているF もしれ

ない。

デザイナーに関する回答も一応表に示したが，デずイナ を雇用していない

こ企業も多<， そのために無回答の数が多くなっており，一定のパター γを見出

すことは困難である。

次に，能力開発制度について，販売員，デザイナーのそれぞれに対して‘次

に示すよろな4つのやり方のうも採用きれているものをチェックしてもらった。

1 外部講習会，通信教育などに出席する社員に対して積極的に助成してい

る。(例えば，授業料の補助，勤務時間内の出席を認める等〕

2 間内，海外の留学制度及び他機関への共同研究のための出向制度がある。

(常勤且つ一年以上のものに限る。)

3 能力開発自体を研究，計画，促進する部門や施設がある。

4 職務のローテーショ γ 〔配置転換〕制度により仕事全般に精通さぜる。

回答は多量回答であったが，販売員については，多くの企業は，上の1，外

部講首会への出席の助成もしくは 4，配置転換，あるいはこれら 2者の並用

をしており， 2の制度をもっ企業は皆無で， 3の能力開発部門をもっている企

業は，高ファッション・高業績企業に 1社あるのみであった。また，ファッシ

ョγ性と業績とかかわって著しい特徴は見出せなかった。

デザイナーについていえば，乙ι叩25社のうち 8社のみが回答していたがヲ

販売員に対するのと異なれ多くの企業 (8社中 6社〉が，外部講習会J¥の出

需の助成をしているが，上の4の配置転換は少なしただ 1在のみが突施する

にすぎなかった。また，能力開発部門をもっ企業は，販売員への能力開発部門
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をもっている前述の企業l社のみであった。

次に，販売員とデザイナーの採用2年後の定着性についてみると，第11-(1)， 

(2)表に示す如くである。 100.9百あるいは， 100%に近い企業もあるが，全体とし

て定着性は，必ずしも高くはない。これは，規模のそれほど大きくはない商業

部門の一般的特色を反映したものであろう。

第11表ー(1) 援用2年後四定着性〔販売員J一… i 低ソアヅシヨン
高業績|低業績 高業績|低業績

100対 3 2 1 

90，%以上"""-'100%未満 l 3 l 3 

80%ρ905￥u 2 

70対 f/ 80が庁 1 ワ

70%未満 1 2 

N. A 1 2 

第11-(2)表採用2年後の定着性(デザイナー〕

低フアヅジ Eγ

品業績 l低業績 品業績|低業績
100% 2 3 

90%以上~ 1日0%未満 1 

肌河/ノ 90% 1; 2 

70% 1/ 80がか

70%未満 1 1 

N. A 3 5 3 4 

ファッション性との関連をみると，販売員については，高プアッションに特

化している企業では，高業績，低業績をあわせ亡みると， 定着率100%の企業

が1邑社中 5社と高いのに対し，低ファッション企業では， 10t土のうち 1社のみ

が， 100%の定着率を示すのみである。デザイナーについては，回答数が).な

すぎるが，やはり，高ファッジノゴゾ企業では15t土中5社が 100%の定着率を示

しているロ
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これを，ファッ y ョン性にかかわらず，業績の高低で分けてみると，販売員
恥

について， 100%の定着率を示すのは， 高業績企業では， 11社中3社，低業績

企業では， 14社中3:[土となり，差は小さL、。デザイナーについても， 100%の

定着率を示すのは高業績企業では11社中2社であるのに対し，低業績企業では

14社中3社と，あまり大きな差はない。したがって，定着性は，企業の業績の

高さとよりもファッレ〆ョ γ性の高さと，より強く関連があると考えられる。

(1) 以上のほか，組織構造とり関連については興味深いが，今回目調査にお

いては，アンケート票の規模が大きくなりすぎるために，組織に関しては， (叫

においてすでに述べた対境部門のほかは，集権性と職務の明確性の2つについ

てのみ，極めて簡単な質問をするにとどめた。その結果は，第12~昼であるが，

第12表集権性と職務の明確性

)
 
'A (
 

I司7 i' '/ション 低フアヅション

高業績|低業績 高業績|低業績

トップ層がすべておこなう l 1 

画目標の決や計定 管め理る者層とトップ層 E相談し亡決 6 6 3 4 

従業員に広〈意見を求めて決める l 1 1 

(2 
分担が明確でなしあいまいな点
が多い

中間，ふつう

非常に明確である

質問が簡単すぎるため，回答の多くが，中間のところに集中してしまい，分析

は困難である。また，職務の明確性についてみると，高ファッション企業で，

職務が井市に明確であるとする回答がかなりあるのに刻L 低プアツンョン企

業では，逆に，非常に明確であるとする回答が少なくなっている。これについ

ては，種々の解釈が可能であるが，次の段階の調査において検討する予定であ

る。
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.111 要約と若平の吟味

本稿においては，種々の戦略と組織間関係，組織行動，業績の関係について

考察することにし，そのために，大阪船場卸売企業のファッショ γ戦略を中心

として，これと， (1)組織間関係， (2)対境部門，組織行動として， (3)情報活動，

(4)販売活動， (5)人事管理， との間に，企業業績に関係するという意味での適合

関係がみられるかどうかを検討してきた。組織構造については，多くの項目に

ついて興味があったが，ア Yケ Iの全体の規模との関係から対境部門を除け

ばヲ今回はごくわずかの項目しかとりあげられなかったυ

その結果，前節でみたように，高ファッシ去、ノに特化するかそれとも低ファ

ッショ γ忙特化するかというファッション戦略1-， 卜言百各項目のうちのいくつ

かの変数とは.明らかな適合関係がみられた。しかし，また，し、くつかの変数

は，ファッション戦略の如何にかかわらず，企業業績と関係の深いとみられる

ものもあった。また，し、くつかの変数については，上のようないずれの関係も

見出せないものもあった。

すなわち，企業が高ファッショ γ戦略をとった場合には， (i)組織間関係につ

いては，④多庖舗をもち，かっ，⑥関東に庖舗を配置していること，⑤企業集

合の範囲が広いこと，③取引上のハワ←が強いことが重要であり， (ii)対境部門

については，②商昂企画部門の地位が高いこと，⑤企画担当者の比率が高いこ

と，③販売部員の比率があまり高〈ないこと，また， liii)組織行事Jにかかわって

は，③スタイノレ・ファッショ γへの経営者の関心が高いこと， (五育報収集のた

めに海外出張を行っていること，⑤高級品としてのプフンドイメージが確立し，

その売上げ比率が一定以上ある ζ と，④販売促進策としては見本市ヲ展示会を

重視し，③その開催の頻度も多L、こと，くE企画商品については何らかの程度の

回収を行ない，また⑧企画商品の販売先の選5J1jも行なっていること，これらが，

高フアヅ γ ョンに特化した企業の場合には，高業績と関係があると考えられた。

しかし，また，多〈の変数については，ファッション戦略の適合性が見出ぜ
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なかった。とはいえ，たとえば，企業集合の「関係の深さ」や「商品企画担当

者の能力」など，調査方法や測定方法が，十分満足すべきものとなっていない

ために，適合関係が見出せないのかもしれないと考えられるものもある。また，

上記のように，一応，ファッンョ γ戦略と適合関係があると思われる結果が得

られたものの中にも，測定方法が，十分満足できるものにしえていないものも

ある。したがって， これらについても，次回の調査で改めて検討することが必

要であるといえる。そう c.った意味では，本稿の分析は，哲定的なものという

<きである。

立た，ファッショ γ戦略との適合関係が見られなかったもののうちには，商

品企画にあたっての情報として，外部の間接的情報への依存祉の低きの上ろに，

扱い商品のファッション性の高低とかかわらず，高業績と関連しているものも

あった。これらは， コンティ γジェ γ トな関係ではなく，ユニパーサノレな関係

を示しているもので，興味深いといえよう。

これと関連して，人材の吸収・定着のポイントについては，ファッション性

にかかわらず，高業績企業では，企業の安定性が重視されているのに対し，低

業績企業では. i仕事の内容」が重要であるとされていたが，これについても，

ここでとりあげなかったような企業を取りま〈状況を考慮する必要性が示され

ているものというべきであろう。

しかし，このように，種々の問題点はあるけれども， フアヅション戦略，組

織間関係，組織行動と業績について，暫定的とはいえ， 応の関係が明らかに

なり，今後の調査における改善すべき点が明らかになったことは，コンティン

ジェンンー・セオリー，および組織間関係論の発展にとって無意味な乙と Cは

ないであろう。


